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要　旨
ドイツ連邦通常裁判所（BGH）は 2016 年 10 月 12 日，消費用動産売買における物の瑕疵の立証責






6 月 16 日に欧州司法裁判所が BGB476 条のモデルとなった消費用動産売買指令（1999/44/EC）5 
条 3 項の解釈について BGH と異なる判断を示したため（Faber 判決），BGH は従来の判例を維持す



















そこで BGB476 条は，例外的に，「危険移転から 6 か月内に瑕疵が生じるときは，危険移転時に物の
瑕疵があったものと推定する。」と規定し，買主（消費者）の立証責任を軽減する。この規定は消費




（2）連邦通常裁判所 2004年 6月 2日判決
ドイツ連邦通常裁判所（以下「BGH」と表記する。）は 2004 年 6 月 2 日，最上級審として初めて
この問題に取り組んだ 2。本件は，買主 X（原告）が，自動車販売業者 Y（被告）から中古自動車を
購入したところ，当該自動車のエンジンが故障したしため，X が売買契約を解除した上で，Y に対し，
代金の返還を求めた事案である。本件では，BGB476 条の適用にあたり，当事者の主張立証すべき内
容が主たる争点となった。原審 3 は，危険移転後 6 か月以内（本件自動車の引渡し後，約 5 か月半を
経過した時）に本件エンジンに故障が発生したことを X が立証したことから，BGB476 条に従い，
本件自動車には危険移転時にすでに瑕疵があったことが推定されるとした上で X の請求を認容した。

























で示した立場を踏襲している。以下では，BGH 民事第 8 部が「タイミングベルト判決」以降に公表
した 6 件の判決を整理・分析し，確立された判例の立場を明らかにしたい。
【1】連邦通常裁判所 2005年 9月 14日判決 9 ―「車体の損傷」
（a）事実の概要　





原審 10 は本件自動車の瑕疵が危険移転時にすでに存在していたとし，当該瑕疵の重大性を認め X
の請求を認容したところ（BGB437 条 2 号，323 条），Y がこれを不服として上告した。
BGH は原審と異なり瑕疵の程度が重大でないことを理由に X による契約解除を否定したが





「BGB476 条によれば，危険移転後 6 か月以内に現れた物の瑕疵は危険移転時にすでに存在してい
たことが推定される。ただし，この推定が物の性質または瑕疵の性質と合致しないときは，この限り
でない。
この点について，Y は，2004 年 6 月 2 日民事部判決（VIII ZR 329/03, BGHZ 159, 215 = ZGS 















































【2】連邦通常裁判所 2005年 11月 23日判決 11 ―「ターボチャージャー」
（a）事実の概要
2003 年 1 月 21 日，原告 X は，中古車取引を業とする被告 Y から，自家用車（最初の運行許可日
1994 年 4 月，走行距離 191,347㎞，価格 4,500 ユーロ。以下「本件自動車」という。）を購入した。
本件自動車は同日，X に引き渡された。197,223㎞を走行した時点で本件自動車のターボチャージャー
が故障した。同年 8 月 13 日，X は，Y に対し，追完期間を設定した上で本件自動車を無償で修理す
るよう求めたが，Y はこの求めに応じなかった。そこで X は，他の業者に依頼し，ターボチャージャー
を交換した（1,303.38 ユーロの修理費用が発生した）。X は，Y に対し，上記修理費用ないしその他
の出費（総額 25 ユーロ）につき，計 1,328.38 ユーロの損害賠償を請求した。X の主張によると，ター
ボチャージャーが故障したのは同年 7 月 19 日のことである。
訴え提起後の同年12月，Xが209,428㎞を走行した時点で，本件自動車のエンジンが作動しなくなっ




最終的に，Y に対し，総額 5,972.38 ユーロの支払を請求した。さらに X は，Y が受領遅滞に陥って
いることの確認を求めた。
第一審 12 は「タイミングベルト判決」を引用した上で危険移転時における物の瑕疵について X に
よる立証が行われていないなどと判示して 13Xの請求を棄却した。原審 14 はXの控訴を棄却したため，
X が上告した。
（b）判旨（上告棄却）

































【3】連邦通常裁判所 2005年 12月 21日判決 17 ―「触媒」
（a）事実の概要
2002 年 9 月 23 日に原告 X は自動車業者である被告 Y から中古トラック（以下「本件トラック」
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（5,060.77 ユーロ）の支払を求めたが，Y は引渡し時点での瑕疵の存在を争い，また X が自ら瑕疵を
除去したために追完の機会が与えられなかったと主張した。　　

















【4】連邦通常裁判所 2006年 3月 29日判決 22 ―「夏の湿疹」
（a）事実の概要












行ったと判断した。しかし，BGH は，さらに Y がこの推定を覆す可能性についても原審は検討しな
ければならなかったと指摘する。すなわち，BGH は，「この〔BGB476 条本文の〕推定を覆すには，
売主は推定を揺るがすだけでは十分でない。むしろ推定される事実の完全な反対証明（der volle 











なお，差戻し後の控訴審 25 において X の請求が再び認容され，これを不服として Y から再度上告
受理申立てがされたが，BGH は裁判官全員一致の判断でこの申立てを不受理としている 26。
【5】連邦通常裁判所 2007年 7月 18日判決 27 ―「シリンダーヘッドガスケット」
（a）事実の概要
原告 X は自動車業者である被告 Y から中古の自家用車（走行距離 159,100km，売買代金 4,490 ユー
ロ。以下「本件自動車」という。）を購入した後，重荷を積載したトレーラーを輸送するためにも本


































【6】連邦通常裁判所 2014年 1月 15日判決 29 ―「提靱帯の脚の損傷」
（a）事実の概要
2007 年 2 月 7 日の売買契約で，被告 Y が原告 X から一頭の調教馬（以下「本件馬」という。）を
代金 500,000 ユーロで購入したところ，同年 4 月の医師による診断で本件馬に「右後側方の堤靭帯の
脚の損傷」が確認された（数か月にわたり処置が施され，その後完治した。）。X が残代金（50,000 ユー
ロおよび利息）の支払を求めたのに対し，Y は本件馬の瑕疵を理由に売買代金の減額を求めた。
第一審 30 は，X の詐欺を否定し，さらに Y による瑕疵担保上の代金減額の主張についても同権利
が時効にかかっているとして否定した上で，X の請求を一部認容（残金全額および利息の一部を認容）
した。原審 31 も第一審判決に従い Y の控訴を棄却した。そこで Y が上告したところ，BGH は，原判
決を破棄し，Y の代金減額権を否定することはできないとし，さらに審理を行わせるため事件を原審
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に差し戻した。原審が「Y は本件馬の怪我が危険移転時（2007 年 2 月の契約締結時）にすでに存在
した損傷（提靭帯の脚の損傷）に基づくものであることを立証できなかった」として X の請求を認
容したのに対し，BGH は原審による BGB476 条の解釈の誤りを指摘している。　
（b）判旨（破棄差戻し） 
「原審は，2005 年 11 月 23 日民事部判決〔ターボチャージャー判決―筆者注〕を引用した上で，























そうすると，2007 年 4 月に現れた突発的な瑕疵については，この時点ですでに存在していたそれ
自体として契約違反となり隠れた瑕疵となる提靭帯の事前損傷がその原因であったとの主張について







通常の負担がかかっただけで 2007 年 4 月に現れたような損傷をしてしまうほど伳組織が弱まる。）。　
鑑定人が述べたような態様の―通常の負担をかけただけで損傷の危険が確実に生じる―事前損
傷は，原審が適切に認めた通り，物の瑕疵となる。しかし，原審は，―その立場からすれば当然で
あるが―本件馬の提靭帯が 2007 年 4 月時点で，瑕疵を基礎づけるような態様ですでに実際に損傷
されていたかどうかを認定しなかった。原審は，鑑定人が述べるところに従い，たしかにそのような
可能性があり，またその可能性は高いと考えたが，これが立証されたとは認定していない。
































4 月 9 日，立証責任の転換を定める消費用動産売買指令（1999/44/EC）5 条 3 項の解釈を求めて
EuGH に事件を付託した。EuGH は 2015 年 6 月 4 日，消費用動産売買における物の瑕疵（契約不適合）
の立証責任に関して注目すべき判決を下した 32。
（1）事実の概要
本件は，原告たる中古車の買主 X が自動車販売会社 Y から購入した中古車が走行中の火災により
焼失したため，それにより被った財産的損害の賠償を求めた事案である。
2008 年 5 月 7 日，X は Y から一台の中古車（以下「本件自動車」という。）を購入した。同年 9
月 26 日，X が本件自動車を運転していたところ，本件自動車から出火し，完全に燃焼してしまった。
本件自動車は，レッカー車で Y の所へ運ばれ，さらにその後スクラップ工場へと運ばれた。X はこ
の機会に当事者間で出火の原因と責任の所在について話し合うべきだと主張したが，Y はこれに取り
合わなかった。2009 年 5 月 8 日，本件自動車はスクラップにされた。X は，同月 11 日付けの書面で，
Y に対し，本件自動車の売買代金相当額その他の財産的損害について約 10,828 ユーロの損害賠償を
求めた。同年 7 月初頭に X は本件自動車の出火の原因を確かめるため鑑定を依頼したが，本件自動
車がすでに滅失していたために鑑定人は鑑定書を作成することができなかった。2010 年 10 月 26 日，
X は Y に対して損害賠償を求める訴えを提起した。
本件の争点は多岐にわたるが 33，本稿との関係で重要なのは，物品の引渡後 6 か月以内に契約違反
が明らかになった場合において引渡し時における契約違反を推定する消費用動産売買指令（1999/44/
EC）5 条 3 項〔オランダ民法 7:18 条 2 項および BGB476 条に相当する規定〕の解釈である。とり
わけ，同条項本文による推定の効力を生じさせるために，買主（消費者）は何を立証しなければなら
ないのかが争点となった。

























証することができない場合，指令 1999/44 第 5 条 3 項で定められた推定により，消費者は，指令に
基づいて自己の権利を主張することができる。」。















る 35。この判決は消費用動産売買指令 5 条 3 項の解釈を示したものであるが，EU 法における指令適
合解釈の要請から，EU 加盟国裁判所は同判決に適合する形で自国の法を解釈する義務を負う 36（EU
運営条約 288 条 3 項参照）。したがって，BGB476 条の解釈として瑕疵の「原因」に関する買主の立
証を要するとした従来の BGH 判決（タイミングベルト判決）は，EuGH（Faber）判決に抵触する。
このような状況の中，BGH は最近になって，BGB476 条の解釈を EuGH（Faber）判決に適合させる
べく従来の判例を変更した 37。最後に，この BGH 判決を紹介し，同判決の意義と射程を中心に検討
を試みたい。
3　連邦通常裁判所 2016年 10月 12日判決 38 ―「トルクコンバータ」
（1）事実の概要
原告 X は，自動車業者である被告 Y から，中古のオートマチック車（BMW525dTouring）（以下「本
件自動車」という。）一台を代金 16,200 ユーロで購入した。購入から約 5 か月後，走行距離は約
13,000㎞に達していたが，この時点で X が本件自動車に内蔵された自動変速装置（ギア）を操作し
たところ，D（ドライブ）に入れても空転してしまい切り替えることができず，それどころかエンジ
ンまでも故障してしまい，斜面での運転はもはやできない状態となった。そこで X は，Y に対し，
瑕疵を除去するための期間を設定し，当該期間を徒過した後，本件売買契約を解除し，売買代金の返
還と損害賠償の支払を請求した。
第一審 39 は，X の訴えを棄却した。原審 40 は，本件自動車がすでに危険移転時に瑕疵を有してい















指令 5 条 3 項の解釈を示した 2015 年 6 月 4 日の欧州司法裁判所判決（C-497/13, aaO - Faber）に
合致しないと主張する。この主張は正当である。従来，当裁判所が BGB476 条について展開した原
則を X の有利になるように欧州司法裁判所判決に適合させる必要がある 42。」。　







問題としているわけではないからである（2004 年 6 月 2 日民事第 8 部判決（事件番号 329/03）, 
BGHZ 59, 215, 217 f. [ タイミングベルト ]; 2005 年 9 月 14 日民事第 8 部判決（事件番号 363/04）, 
NJW 2005, 3490, II 1 b bb（1）以下 [ 車体の損傷 ]; 2005 年 11 月 23 日民事第 8 部判決（事件番号
43/05）, NJW 2006, 434 Rn. 20 f. [ ターボチャージャー ]; 2007 年 7 月 18 日民事第 8 部判決（事件番
号 259/06）, NJW 2007, 2621 Rn. 15 [ シリンダーヘッドガスケットの破損 ]）45。」。
「……欧州司法裁判所 2015 年 6 月 4 日判決（C-497/13, aaO Rn. 69 ff. ‒ Faber）は消費用動産売
買指令第 5 条第 3 項（同条は BGB476 条で国内法化されている（BT-Drucks. 14/6040, S. 245））の
解釈を示したが，同判決は BGB476 条の指令適合解釈により立証責任の転換に関する規定の適用範
囲を二つの点で消費者に有利に拡大することを命じる。第一点は，―旧判例との比較でいうと―






かじめ物の瑕疵，すなわち（義務付けられた）あるべき性状（BGB434 条 1 項参照）とある性状との
食い違いが，売主の責めに帰する事由により存在すること，そしてこの物の瑕疵が危険移転後 6 か月
以内に現れたことを主張し，争いがある場合には，このことを立証した場合にのみ認められる（確定
判例。例えば，他の文献とともに民事第 8 部 2004 年 6 月 2 日判決（事件番号 329/03）, aaO S. 217 f.; 
民事第 8 部 2005 年 9 月 14 日判決（事件番号 363/04）, aaO; 民事第 8 部 2005 年 11 月 23 日判決（事
件番号 43/05）, aaO Rn. 21 を参照せよ。）。これに対して，欧州司法裁判所は，指令 5 条 3 項の推定
を及ぼすための要件となっている引渡し後 6 か月以内に契約違反が出現したことについての消費者の
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主張立証責任の要求を明らかに緩和している（Ruckteschler, ZEuP 2016, 532, 538）。これによって
連合法との矛盾が生じるが，これは BGB476 条の指令適合解釈により解消される 47。」。
「（2）……さらに，欧州司法裁判所が示した消費用動産売買指令 5 条 3 項の解釈に従い，BGB476
条の指令適合解釈による推定の射程を実質的に拡大しなければならない。欧州司法裁判所が指令 5 条
3 項について判示した内容と一致するように，消費者には，危険移転後 6 か月以内に現れた瑕疵ある
状態が少なくとも危険移転時にはすでに生じていたという点についても，BGB476 条の推定効が生じ





律対象に含まれない損害賠償請求権（BGB437 条 3 号）に関しても妥当する。わが国の立法担当者は，
消費用動産売買に係る BGB474 条以下の規定を創設するに際し国内法化義務の範囲を明確に認識し
ていた（BGB-E475 条については，BT-Drucks. 14/6040, S. 245 を参照）。それゆえ，わが国の立法
担当者は一定の場面で損害賠償請求権に関する特別規定を置き（BGB475 条 3 項），また他の箇所で
は損害賠償請求権についても消費用動産売買指令をその範囲を超えて（指令 8 条 2 項参照）国内法化












の原因が X により立証されていないとして X の請求を棄却した。原審の判断は従来の判例に従った
ものであり，このこと自体に誤りはない。しかし，原判決から約 2 か月後に消費用動産売買指令 5 条









点である BGB476 条の解釈について詳しく判示する 53。
まず，本判決は，EuGH（Faber）判決を確認した上で，BGH（旧）判例を EuGH（Faber）判決
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The Burden of Proof of Defects 
in Consumer Sales of Goods 
―An Opportunity for the Judgment of October 12, 
2016 in the Federal Court of Justice of Germany―
Takayuki FURUTANI
Abstract
In the ruling of October 12, 2016, the Federal Court of Justice of Germany (Bundesgerichtshof, 
BGH) passed a fundamental judgment regarding the shifting of the burden of proof of defects of goods 
in consumer sales law. Article 476 of the German Civil Code (Bürgerliches Gesetzbuch, BGB) regulates 
the following: “If, within six months after the date of the passing of the risk, a material defect 
manifests itself, it is presumed that the thing was already defective when risk passed”. However, it 
was not necessarily obvious that under what conditions this article is applied and what it presumes 
about. BGH initially assumed that Article 476 BGB is a provision that presumes the existence of 
defects of goods at the date of the passing of the risk on the premise that the buyer (consumer) 
proves the existence of the defects of goods and “the cause thereof” (Timing belt judgment; 
Zahnriemen-Urteil). However, in the ruling of June 16, 2015, the European Court of Justice passed a 
different judgment (Faber judgment) on Article 5, paragraph 3 of the Consumer Sales Directive 
(1999/44/EC), which became a model of Article 476 BGB; therefore, BGH can no longer maintain its 
precedents. Under such circumstances, finally, in the ruling of October 12, 2016, BGH has changed 
its precedents to conform the interpretation of Article 476 BGB to the Faber judgment (Torque 
converter judgment; Drehmomentwandler-Urteil). This judgment is significant as it is an indication of 
the final point of the debate over Article 476 BGB. In this paper, triggered by this new judgment, I 
have investigated the burden of proof of defects of goods in consumer sales of goods and revealed the 
distribution structure of the burden of proof between the buyer and the seller under Article 476 
BGB.
Keywords : Consumer sales of goods, Shifting of the burden of proof, Article 476 of the BGB, 
Faber judgment, Torque converter judgment
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